
建 設 業 許 可 の 手 引
（平成２９年６月３０日改訂）

島根県土木部土木総務課

建設産業対策室





建 設 業 許 可 制 度 の 概 要

１ 許可区分

◆建設業を営もうとする者は、建設工事の種類ごと（２９業種）に許可が必要。

ただし、軽微な建設工事※のみを請け負って営業する者は、許可を要しない。

※「軽微な建設工事」とは

「建築一式工事以外」の場合：工事一件の請負代金の額が５００万円（消費税込）未満の建設工事

「建築一式工事」の場合：工事一件の請負代金の額が１，５００万円（消費税込）未満の工事又は延べ面積が１５０㎡

未満の木造住宅工事

建設業を営もうとする者が２つ以上の 建設業を営もうとする者が１つの都道

都道府県の区域内に営業所を設ける場合 府県の区域内にのみ営業所を設ける場合

大 臣 許 可 知 事 許 可

（最初の）発注者から直接請け負う１件の建設工事につい 左以外の場合

て、下請代金の額が４，０００万円（建築工事業の場合に

は６，０００万円）（消費税を含む）以上となる下請契約

を締結して下請負人に施工させる場合

特 定 建 設 業 一 般 建 設 業

指定建設業※ 左 以 外

※「指定建設業」とは

・土木工事業、建築工事業、電気工事業、管工事業、鋼構造物工事業、ほ装工事業、造園工事業の７業種

・施行技術の総合性などを考慮して指定されており、上記７業種の特定建設業の許可を受けようとする者の専任技術者は、

１級の国家資格者、技術士の資格者もしくは国土交通大臣の特別認定者でなければなりません。

２ 許可の有効期間

◆許可の有効期間は、許可日から５年間。

◆引き続き建設業を営もうとする場合は、有効期間が満了する３０日前までに更新の

手続を取らなければならない。

◆更新の手続中（更新の許可申請書を提出済み）である場合は、有効期間の満了後で

あっても、許可又は不許可の処分があるまでは、従前の許可が有効となる。
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３ 許可要件

（１）「経営業務の管理責任者」としての経験がある者を有していること

（２）「専任技術者」を営業所ごとに配置していること

（３）請負契約に関して「誠実性」を有していること

（４）請負契約を履行するに足る財産的基礎又は金銭的信用を有していること

一 般 建 設 業 特 定 建 設 業

次のいずれかに該当すること。 つぎのすべてに該当すること。
①自己資本の額が500万円以上であること。 ①欠損の額が資本金の額の２０パーセントを
②500万円以上の資金を調達する能力を有する 超えていないこと。
こと。 ②流動比率が７５パーセント以上であること。

③許可申請直前の５年間許可を受けて継続し ③資本金の額が2,000万円以上であり、かつ、
て建設業を営業した実績を有すること。 自己資本の額が4,000万円以上であること。

（５）許可を得ようとする者が次に掲げる事項に該当しないこと

①許可申請書又はその添付書類中の重要な事項について虚偽の記載若しくは重要な事実の記載が欠

けている場合

②以下のいずれかの事項に該当する者《欠格要件》

・成年被後見人、被保佐人又は破産者で復権を得ない者（役員等（建設業法第５条第３号に規定

する者をいう。以下同じ。）、支配人、営業所の長に該当者がある場合を含む。）

・不正の手段により許可を受けたこと、又は営業停止処分に違反したこと等によりその許可を取

り消されて５年を経過しない者(役員等､支配人､営業所の長に該当者がある場合を含む｡)

・許可の取消処分を免れるために廃業の届出を行い、その届出の日から５年を経過しない者(役

員等､支配人､営業所の長に該当者がある場合を含む｡)

・許可の取消処分を免れるための廃業の届出を行った事業者について、許可の取消処分に係る聴

聞の通知の前60日以内に当該法人の役員等若しくは政令で定める使用人であった者又は個人

の使用人であった者で、当該届出の日から５年を経過しない者(役員等､支配人､営業所の長に

該当者がある場合を含む｡)

・営業の停止を命ぜられ、その停止の期間が経過しない者

・営業を禁止され、その禁止の期間が経過しない者(役員等､支配人､営業所の長に該当者がある

場合を含む｡)

・禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなっ

た日から５年を経過しない者(役員等､支配人､営業所の長に該当者がある場合を含む｡)

・建設業法、又は一定の法令の規定に違反して罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又

はその刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者(役員等､支配人､営業所

の長に該当者がある場合を含む｡)

・暴力団員又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）

(役員等､支配人､営業所の長に該当者がある場合を含む｡)

・営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法人である場合に

あっては、当該法人及びその役員等）が上記のいずれかに該当する者

・暴力団員等がその事業活動を支配する者

４ 許可後に必要な手続き

申請事項に変更があった場合には、その都度、「変更届」等を提出しなければなりま

せん。なお、変更事項によって、届出期間がそれぞれ定められています。
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５ 許可手続について

申請や届出の内容によって、必要な書類や方法が異なる場合がありますので、詳し

くは島根県土木総務課建設産業対策室（電話：0852-22-5185）又はお近くの県土整備

事務所にお問い合わせください。

-3-



６ 許可手続の流れ

（１）島根県知事許可

（受付） （審査）

申請書等提出 進達

申 請 者 正本･･･１部 管轄の県土 正本･･･１部 土木総務課

副本･･･２部 整備事務所 副本･･･１部 (建設産業対策室)

（交付） （許可）

許可通知書 許可通知書

副本･･･１部 副本･･･１部

申請から許可までの標準処理期間：５０日

（２）国土交通大臣許可（島根県内に主たる営業所がある場合）

（受付） （形式審査）

申請書等提出

正本･･･１部

申 請 者 副本･･･１部 管轄の県土 土木総務課

整備事務所 (建設産業対策室)

副本返却

（許可） （審査）

中 国 地 方 整 備 局

（建政部 計画・建設産業課）

確認資料（直接に郵送）

許可通知書
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許可手数料
（知事許可）

１．初めて許可を申請する場合

２．許可の有効期間が切れたことに伴い、新たに
許可を申請する場合

３．個人企業として許可を受けている者が、法人
として改めて許可を申請する場合

４．合併、譲渡又は会社分割に伴い、新たに許可
を申請する場合　等

１．国土交通大臣許可を受けた者が、島根県内に
のみ営業所を有することになったことにより、島
根県知事許可を申請する場合

２．他都道府県知事許可を受けた者が、島根県内
のみに営業所を有することになったことにより、
島根県知事許可を申請する場合

１．一般建設業の許可のみを受けている者が、特
定建設業の許可を申請する場合

２．特定建設業の許可のみを受けている者が、一
般建設業の許可を申請する場合　*1

１．一般建設業の許可を受けている者が、他の一
般建設業の許可を申請する場合

２．特定建設業の許可を受けている者が、他の特
定建設業の許可を申請する場合

 ５ 更新
　既に受けている建設業の許可を、そのままの要
件で続けて申請する場合

５万円
[１０万円]

 ６ 般・特新規＋業種追加 　区分３と４を同時に申請する場合 １４万円

 ７ 般・特新規＋更新 　区分３と５を同時に申請する場合  *3 １４万円

 ８ 業種追加＋更新 　区分４と５を同時に申請する場合  *3
１０万円

 [１５・２０万円] *2

 ９ 般・特新規＋業種追加＋更新 　区分３、４、５を同時に申請する場合  *3 １９万円

　*2　「業種追加＋更新」の手数料について

　　・一般又は特定の一方を業種追加 ＋ 一般及び特定を同時に更新　⇒　１５万円

　　・一般及び特定を同時に業種追加 ＋ 一般及び特定を同時に更新　⇒　２０万円

　*3　従来の建設業許可の有効期限が、原則として２カ月以上残っていることとする。

９万円 

５万円
[１０万円]

９万円
[１８万円]

 １ 新規

　　・許可を受けている業種の一部について一般建設業の許可を申請しようとする場合は、当該業種を廃止
　　　させた後、新たに「般・特新規」として申請する必要があります。

９万円
[１８万円]

 ４ 業種追加

　★　手数料は「島根県収入証紙」により納付してください。
　★　証紙は「様式第１号 別紙３」に貼付して提出してください。

　*1　特定建設業の許可のみを受けている場合

申請内容

　　・許可を受けている業種の全部について一般建設業の許可を申請しようとする場合は、全部の業種を廃止
      させた後、新たに「新規」として一般建設業の許可を申請する必要があります。

許可申請区分と手数料一覧

　建設業許可の「申請区分」と「手数料」は、下記のとおりです。

 ３ 般・特新規

 ２ 許可換え新規

※[　]は一般建設業と特定建設業を同時に申請する場合

申請区分
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許可申請書類一覧

（申請書・添付書類・確認書類）

島根県土木部土木総務課
建 設 産 業 対 策 室
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1 新規許可申請の場合（１）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．８

○過去建設業許可を受けたことがなく、初めて許可申請をする場合

○許可の有効期限が切れたことに伴う新規申請をする場合（許可切れ新規申請）

2 新規許可申請の場合（２）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．９

○個人業で許可を受けた方が、法人を設立したことに伴い、法人として改めて新規

　許可申請をする場合（法人成新規申請）

○営業譲渡又は合併に伴い、新規許可申請をする場合　等

3 新規許可申請（許可換）の場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．１０

○許可換新規許可申請をする場合

　（大臣許可→島根県知事許可、他都道府県知事許可→島根県知事許可）

4 般特新規許可申請の場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．１１

5 業種追加許可申請の場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．１２

6 更新許可申請の場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．１３

7 般特新規＋業種追加許可申請の場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．１４

8 般特新規＋更新許可申請の場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．１５

9 業種追加＋更新許可申請の場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ．１６

10 般特新規＋業種追加＋更新許可申請の場合・・・・・・・・・・・・・･・・・・・・・・・・・・Ｐ．１７

11 　　注意事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･・・・・・・・・ Ｐ．１８

※ 申請内容を審査する際に必要が生じた場合には、各一覧表に記載する以外に別途資料等の

提出を求める場合がありますので、あらかじめご承知ください。

目　　次
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　○許可を受けていない者が、初めて建設業許可の申請をする場合
　○許可の有効期限が切れたことに伴い、新たに許可を申請する場合（許可切れ新規申請）

法人 個人
建設業許可申請書 ○ ○
別紙１：役員等の一覧表 ○ × 個人：添付不要

別紙２（１）：営業所一覧表（新規許可等） ○ ○
別紙２（２）：営業所一覧表（更新） × ×
別紙３：収入印紙、証紙、登録免許税領収証書又
は許可手数料領収証書はり付け欄

○ ○

別紙４：専任技術者一覧表 ○ ○ 別紙２に記載した営業所順に記載

第 2 号 工事経歴書 ○ ○
第 3 号 直前３年の各事業年度の工事施工金額 ○ ○
第 4 号 使用人数 ○ ○
第 6 号 誓約書 ○ ○

登記されていないことの証明書 ○ ○ ※3　→　Ｐ１８を参照

身分証明書 ○ ○ ※4　→　Ｐ１８を参照

経営業務の管理責任者証明書 ○ ○
別紙：経営業務の管理責任者の略歴書 ○ ○

第 8 号 専任技術者証明書（新規・変更） ○ ○

第 9 号 実務経験証明書 ○ ○

卒業証明書 ○ ○

国家資格の合格証明書等資格証明書（写） ○ ○

監理技術者資格者証（写） ○ ○

第 10 号 指導監督的実務経験証明書 △ △
特定建設業の許可を受けようとする場
合で、建設業法第15条第2号ロに該当
する者がいる場合

第 11 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧
表

△ △
法人:主たる営業所以外の営業所を設
置する場合
個人:支配人登記する場合

第 11 号 の2 国家資格者等・監理技術者一覧表 ○ ○
該当者がいない場合も「該当者なし」と
記入して提出

第 12 号
許可申請者（法人の役員等・本人・法定代理人）
の住所、生年月日等に関する調書

○ ○
経営業務の管理責任者については、
作成不要　※７　→　Ｐ１８を参照

第 13 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の住
所、生年月日等に関する調書

△ △
・様式第11号に記載する使用人がいる
場合
・役員等を兼ねている者は作成不要

定款 ○ × 原本証明が必要

第 14 号 株主（出資者）調書 ○ ×
第 15 号 貸借対照表 ○ ×
第 16 号 損益計算書　完成工事原価報告書 ○ ×
第 17 号 株主資本等変動計算書 ○ ×
第 17 号 の2 注記表 ○ ×
第 17 号 の３ 附属明細表 △ × ※５　→　Ｐ１８を参照

第 18 号 貸借対照表 × ○
第 19 号 損益計算書 × ○

登記事項証明書 ○ △ 個人：支配人登記する場合のみ

第 20 号 営業の沿革 ○ ○
第 20 号 の2 所属建設業者団体 ○ ○ 未加入の場合も「なし」と記入して提出

事業税の納税証明書
（納税すべき額及び納付済額）

○ ○

第 20 号 の３ 健康保険等の加入状況 ○ ○
第 20 号 の４ 主要取引金融機関名 ○ ○

５百万円以上の取引金融機関との預金残高証明
書又は融資証明書のいずれかの書類

△ △
一般建設業の許可申請の場合で、自
己資本の額が５百万円未満の場合
※６　→　Ｐ１８を参照

第 22 号 の４ 廃業届 × ×
「経営業務の管理責任者」の要件を確認する書 ○ ○ ※１１　→　Ｐ２０～を参照
「経営業務の管理責任者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
「専任技術者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
建設業法施行令第３条に規定する使用人の常勤性を確認する書類 △ △ 該当者がいる場合

「健康保険等の加入状況」を確認する書類 ○ ○ ※１０　→　Ｐ３０を参照

法人番号を確認する書類 △ × 個人：添付不要 　法人：Ｐ１８※８参照

区分：○印・・・必ず提出する必要がある書類
 　　　△印・・・備考欄記載事項に該当する場合のみ提出する必要がある書類
　 　　×印・・・提出する必要がない書類

※９　→　Ｐ２５～を参照

申請者区分及
び提出の要否 備  考

・専任技術者、国家資格者、監理技術
者について、該当するもののみ
・技術検定の合格後、合格証明書の
受領までの間については、試験実施
機関が発出する合格通知書の確認で
足りるものとする

【許可申請区分１：新規許可申請の場合（１）】

様式番号 書 類 の 名 称 等

「営業所所在地の案内図」を含む
第 1 号

第 7 号
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　○個人企業で許可を受けている者が、法人を設立したことに伴い、新たに法人として許可を申請する場合（法人成
　　 新規申請）　　
　○合併、譲渡又は会社分割に伴い、新たに許可を申請する場合　等

法人 個人
建設業許可申請書 ○
別紙１：役員等の一覧表 ○
別紙２（１）：営業所一覧表（新規許可等） ○
別紙２（２）：営業所一覧表（更新） ×
別紙３：収入印紙、証紙、登録免許税領収証書又
は許可手数料領収証書はり付け欄

○

別紙４：専任技術者一覧表 ○ 別紙２に記載した営業所順に記載

第 2 号 工事経歴書 ○
第 3 号 直前３年の各事業年度の工事施工金額 ○
第 4 号 使用人数 ○
第 6 号 誓約書 ○

登記されていないことの証明書 ○ ※3　→　Ｐ１８を参照

身分証明書 ○ ※4　→　Ｐ１８を参照

経営業務の管理責任者証明書 ○
別紙：経営業務の管理責任者の略歴書 ○

第 8 号 専任技術者証明書（新規・変更） ○

第 9 号 実務経験証明書 ○

卒業証明書 ○

国家資格の合格証明書等資格証明書（写） ○

監理技術者資格者証（写） ○

第 10 号 指導監督的実務経験証明書 △
特定建設業の許可を受けようとする場
合で建設業法第15条第2号ロに該当
する者がいる場合

第 11 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧
表

△
法人:主たる営業所以外の営業所を設
置する場合
個人:支配人登記する場合

第 11 号 の2 国家資格者等・監理技術者一覧表 ○
該当者がいない場合も、様式内に「該
当者なし」と記入して提出

第 12 号
許可申請者（法人の役員等・本人・法定代理人）
の住所、生年月日等に関する調書

○
経営業務の管理責任者については、
作成不要　※７　→　Ｐ１８を参照

第 13 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の住
所、生年月日等に関する調書

△
・様式第11号に記載する使用人がいる
場合
・役員等を兼ねている者は作成不要

定款 ○ 原本証明が必要

第 14 号 株主（出資者）調書 ○
第 15 号 貸借対照表 ○
第 16 号 損益計算書　完成工事原価報告書 ○
第 17 号 株主資本等変動計算書 ○
第 17 号 の2 注記表 ○
第 17 号 の３ 附属明細表 △ ※５　→　Ｐ１８を参照

第 18 号 貸借対照表 ×
第 19 号 損益計算書 ×

登記事項証明書 ○
第 20 号 営業の沿革 ○
第 20 号 の2 所属建設業者団体 ○ 未加入の場合も「なし」と記入して提出

事業税の納税証明書
（納税すべき額及び納付済額）

○

第 20 号 の３ 健康保険等の加入状況 ○
第 20 号 の４ 主要取引金融機関名 ○

５百万円以上の取引金融機関との預金残高証明
書又は融資証明書のいずれかの書類

△
一般建設業の許可申請の場合で、自
己資本の額が５百万円未満の場合
※６　→　Ｐ１８を参照

第 22 号 の４ 廃業届 ○
「経営業務の管理責任者」の要件を確認する書 ○ ※１１　→　Ｐ２０～を参照
「経営業務の管理責任者」の常勤性を確認する書類 ○
「専任技術者」の常勤性を確認する書類 ○
建設業法施行令第３条に規定する使用人の常勤性を確認する書類 △ 該当者がいる場合

「健康保険等の加入状況」を確認する書類 ○ ※１０　→　Ｐ３０を参照

法人番号を確認する書類 △ 個人：添付不要 　法人：Ｐ１８※８参照

建設工事等入札参加資格承継申請書 △ 資格を承継する場合のみ

区分：○印・・・必ず提出する必要がある書類
 　　　△印・・・備考欄記載事項に該当する場合のみ提出する必要がある書類
　 　　×印・・・提出する必要がない書類

【許可申請区分１：新規許可申請の場合（２）】

様式番号 書 類 の 名 称 等
申請者区分及
び提出の要否 備  考

第 1 号
「営業所所在地の案内図」を含む

・専任技術者、国家資格者、監理技術
者について、該当するもののみ
・技術検定の合格後、合格証明書の
受領までの間については、試験実施
機関が発出する合格通知書の確認で
足りるものとする

※９　→　Ｐ２５～を参照

第 7 号
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　○現在有効な許可を受けている許可行政庁から、他の許可行政庁に変更して許可を申請する場合
　　（大臣許可→島根県知事許可、他都道府県知事許可→島根県知事許可）

法人 個人
建設業許可申請書 ○ ○
別紙１：役員等の一覧表 ○ × 個人：提出不要

別紙２（１）：営業所一覧表（新規許可等） ○ ○
別紙２（２）：営業所一覧表（更新） × ×
別紙３：収入印紙、証紙、登録免許税領収証書
又は許可手数料領収証書はり付け欄

○ ○

別紙４：専任技術者一覧表 ○ ○ 別紙２に記載した営業所順に記載

第 2 号 工事経歴書 × ×
第 3 号 直前３年の各事業年度の工事施工金額 × ×
第 4 号 使用人数 × ×
第 6 号 誓約書 ○ ○

登記されていないことの証明書 ○ ○ ※3　→　Ｐ１８を参照

身分証明書 ○ ○ ※4　→　Ｐ１８を参照

経営業務の管理責任者証明書 ○ ○
別紙：経営業務の管理責任者の略歴書 ○ ○

第 8 号 専任技術者証明書（新規・変更） ○ ○

第 9 号 実務経験証明書 ○ ○

卒業証明書 ○ ○

国家資格の合格証明書等資格証明書（写） ○ ○

監理技術者資格者証（写） ○ ○

第 10 号 指導監督的実務経験証明書 △ △
特定建設業の許可を受けようとする場
合で建設業法第15条第2号ロに該当
する者がいる場合

第 11 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧
表

△ △
法人:主たる営業所以外の営業所を設
置する場合
個人:支配人登記する場合

第 11 号 の2 国家資格者等・監理技術者一覧表 ○ ○
該当者がいない場合も、様式内に「該
当者なし」と記入して提出

第 12 号
許可申請者（法人の役員等・本人・法定代理人）
の住所、生年月日等に関する調書

○ ○
経営業務の管理責任者については、
作成不要　※７　→　Ｐ１８を参照

第 13 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の住
所、生年月日等に関する調書

△ △
・様式第11号に記載する使用人がいる
場合
・役員等を兼ねている者は作成不要

定款 ○ × 原本証明が必要

第 14 号 株主（出資者）調書 ○ ×
第 15 号 貸借対照表 ○ ×
第 16 号 損益計算書　完成工事原価報告書 ○ ×
第 17 号 株主資本等変動計算書 ○ ×
第 17 号 の2 注記表 ○ ×
第 17 号 の３ 附属明細表 △ × ※５　→　Ｐ１８を参照

第 18 号 貸借対照表 × ○
第 19 号 損益計算書 × ○

登記事項証明書 ○ △ 個人：支配人登記する場合のみ

第 20 号 営業の沿革 ○ ○
第 20 号 の2 所属建設業者団体 ○ ○ 未加入の場合も「なし」と記入して提出

事業税の納税証明書
（納税すべき額及び納付済額）

○ ○

第 20 号 の３ 健康保険等の加入状況 ○ ○
第 20 号 の４ 主要取引金融機関名 ○ ○

５百万円以上の取引金融機関との預金残高証明
書又は融資証明書のいずれかの書類

△ △
一般建設業の許可申請の場合で、自
己資本の額が５百万円未満の場合
※６　→　Ｐ１８を参照

第 22 号 の４ 廃業届 × ×
「経営業務の管理責任者」の要件を確認する書 ○ ○ ※１１　→　Ｐ２０～を参照
「経営業務の管理責任者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
「専任技術者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
建設業法施行令第３条に規定する使用人の常勤性を確認する書類 △ △ 該当者がいる場合

「健康保険等の加入状況」を確認する書類 ○ ○ ※１０　→　Ｐ３０を参照

法人番号を確認する書類 △ × 個人：添付不要 　法人：Ｐ１８※８参照

区分：○印・・・必ず提出する必要がある書類
 　　　△印・・・備考欄記載事項に該当する場合のみ提出する必要がある書類
　 　　×印・・・提出する必要がない書類

申請者区分及
び提出の要否 備  考

【許可申請区分２：新規許可申請の場合（許可換え新規）】

様式番号 書 類 の 名 称 等

※９　→　Ｐ２５～を参照

「営業所所在地の案内図」を含む

・専任技術者、国家資格者、監理技術
者について、該当するもののみ
・技術検定の合格後、合格証明書の
受領までの間については、試験実施
機関が発出する合格通知書の確認で
足りるものとする

第 1 号

第 7 号
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　○一般建設業の許可のみを受けている者が、新たに特定建設業の許可を申請する場合。
　○特定建設業の許可のみを受けている者が、新たに一般建設業の許可を申請する場合。

法人 個人
建設業許可申請書 ○ ○
別紙１：役員等の一覧表 ○ × 個人：提出不要

別紙２（１）：営業所一覧表（新規許可等） ○ ○
別紙２（２）：営業所一覧表（更新） × ×
別紙３：収入印紙、証紙、登録免許税領収証書又
は許可手数料領収証書はり付け欄

○ ○

別紙４：専任技術者一覧表 ○ ○ 別紙２に記載した営業所順に記載

第 2 号 工事経歴書 ○ ○ 般・特新規に関する業種のみ

第 3 号 直前３年の各事業年度の工事施工金額 ○ ○
第 4 号 使用人数 ○ ○
第 6 号 誓約書 ○ ○

登記されていないことの証明書 ○ ○ ※3　→　Ｐ１８を参照

身分証明書 ○ ○ ※4　→　Ｐ１８を参照

経営業務の管理責任者証明書 ○ ○
別紙：経営業務の管理責任者の略歴書 ○ ○

第 8 号 専任技術者証明書（新規・変更） ○ ○

第 9 号 実務経験証明書 ○ ○

卒業証明書 ○ ○

国家資格の合格証明書等資格証明書（写） ○ ○

監理技術者資格者証（写） ○ ○

第 10 号 指導監督的実務経験証明書 △ △
特定建設業の許可を受けようとする場合で
建設業法第15条第2号ロに該当する者が
いる場合

第 11 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧
表

△ △
法人:主たる営業所以外の営業所を設置す
る場合
個人:支配人登記する場合

第 11 号 の2 国家資格者等・監理技術者一覧表 △ △
一般建設業の許可のみ受けている者が特
定建設業の許可を申請する場合のみ

第 12 号
許可申請者（法人の役員等・本人・法定代理人）
の住所、生年月日等に関する調書

○ ○
経営業務の管理責任者については、作成
不要　※７　→　Ｐ１８を参照

第 13 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の住
所、生年月日等に関する調書

△ △
・様式第11号に記載する使用人がいる場
合
・役員等を兼ねている者は作成不要

定款 △ ×
定款の変更を要する場合のみ
原本証明が必要

第 14 号 株主（出資者）調書 × ×
第 15 号 貸借対照表 × ×
第 16 号 損益計算書　完成工事原価報告書 × ×
第 17 号 株主資本等変動計算書 × ×
第 17 号 の2 注記表 × ×
第 17 号 の３ 附属明細表 × ×
第 18 号 貸借対照表 × ×
第 19 号 損益計算書 × ×

登記事項証明書 △ △ 登記事項の変更を要する場合のみ提出

第 20 号 営業の沿革 × ×
第 20 号 の2 所属建設業者団体 × ×

事業税の納税証明書
（納税すべき額及び納付済額）

× ×

第 20 号 の３ 健康保険等の加入状況 ○ ○
第 20 号 の４ 主要取引金融機関名 × ×

５百万円以上の取引金融機関との預金残高証明
書又は融資証明書のいずれかの書類

△ △
自己資本の額が５百万円未満のものが、
新規許可後５年以内に一般建設業の申請
を行う場合　※６　→　P１８を参照

第 22 号 の４ 廃業届 △ △
専任技術者の基準を満たさなくなったこと
により、特定許可を受けた業種を一般許可
に換える場合

「経営業務の管理責任者」の要件を確認する書 × ×
「経営業務の管理責任者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
「専任技術者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
建設業法施行令第３条に規定する使用人の常勤性を確認する書類 △ △ 該当者がいる場合

「健康保険等の加入状況」を確認する書類 ○ ○ ※１０　→　Ｐ３０を参照

法人番号を確認する書類 △ × 個人：添付不要 　法人：Ｐ１８※８参照

区分：○印・・・必ず提出する必要がある書類
 　　　△印・・・備考欄記載事項に該当する場合のみ提出する必要がある書類
　 　　×印・・・提出する必要がない書類

申請者区分及
び提出の要否 備  考

【許可申請区分３：般・特新規許可申請の場合】

様式番号 書 類 の 名 称 等

※９　→　Ｐ２５～を参照

「営業所所在地の案内図」を含む

・専任技術者、国家資格者、監理技術者に
ついて、該当するもののみ
・技術検定の合格後、合格証明書の受領
までの間については、試験実施機関が発
出する合格通知書の確認で足りるものとす
る

第 1 号

第 7 号
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法人 個人
建設業許可申請書 ○ ○
別紙１：役員等の一覧表 ○ × 個人：提出不要

別紙２（１）：営業所一覧表（新規許可等） ○ ○
別紙２（２）：営業所一覧表（更新） × ×
別紙３：収入印紙、証紙、登録免許税領収証書
又は許可手数料領収証書はり付け欄

○ ○

別紙４：専任技術者一覧表 ○ ○ 別紙２に記載した営業所順に記載

第 2 号 工事経歴書 ○ ○ 追加業種のみの記載で可

第 3 号 直前３年の各事業年度の工事施工金額 ○ ○
第 4 号 使用人数 ○ ○
第 6 号 誓約書 ○ ○

登記されていないことの証明書 ○ ○ ※3　→　Ｐ１８を参照

身分証明書 ○ ○ ※4　→　Ｐ１８を参照

経営業務の管理責任者証明書 ○ ○
別紙：経営業務の管理責任者の略歴書 ○ ○

第 8 号 専任技術者証明書（新規・変更） ○ ○

第 9 号 実務経験証明書 ○ ○

卒業証明書 ○ ○

国家資格の合格証明書等資格証明書（写） ○ ○

監理技術者資格者証（写） ○ ○

第 10 号 指導監督的実務経験証明書 △ △
特定建設業の許可を受けようとする
場合で建設業法第15条第2号ロに該
当する者がいる場合

第 11 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧
表

△ △
法人:主たる営業所以外の営業所を
設置する場合
個人:支配人登記する場合

第 11 号 の2 国家資格者等・監理技術者一覧表 × ×

第 12 号
許可申請者（法人の役員等・本人・法定代理人）
の住所、生年月日等に関する調書

○ ○
経営業務の管理責任者については、
作成不要　※７　→　Ｐ１８を参照

第 13 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の住
所、生年月日等に関する調書

△ △
・様式第11号に記載する使用人がい
る場合
・役員等を兼ねている者は作成不要

定款 △ ×
定款の変更を要する場合のみ
原本証明が必要

第 14 号 株主（出資者）調書 × ×
第 15 号 貸借対照表 × ×
第 16 号 損益計算書　完成工事原価報告書 × ×
第 17 号 株主資本等変動計算書 × ×
第 17 号 の2 注記表 × ×
第 17 号 の３ 附属明細表 × ×
第 18 号 貸借対照表 × ×
第 19 号 損益計算書 × ×

登記事項証明書 △ △
登記事項の変更を要する場合のみ
提出

第 20 号 営業の沿革 × ×
第 20 号 の2 所属建設業者団体 × ×

事業税の納税証明書
（納税すべき額及び納付済額）

× ×

第 20 号 の３ 健康保険等の加入状況 ○ ○
第 20 号 の４ 主要取引金融機関名 × ×

５百万円以上の取引金融機関との預金残高証明
書又は融資証明書のいずれかの書類

△ △
自己資本の額が５百万円未満のものが、
新規許可後５年以内に一般建設業の申
請を行う場合　※６　→　Ｐ１８を参照

第 22 号 の４ 廃業届 △ △
専任技術者の基準を満たさなくなっ
たことにより、特定許可を受けた業種
を一般許可に換える場合

「経営業務の管理責任者」の要件を確認する書 × ×
「経営業務の管理責任者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
「専任技術者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
建設業法施行令第３条に規定する使用人の常勤性を確認する書類 △ △ 該当者がいる場合

「健康保険等の加入状況」を確認する書類 ○ ○ ※１０　→　Ｐ３０を参照

法人番号を確認する書類 △ × 個人：添付不要 法人：Ｐ１８※８参照

区分：○印・・・必ず提出する必要がある書類
 　　　△印・・・備考欄記載事項に該当する場合のみ提出する必要がある書類
　 　　×印・・・提出する必要がない書類

申請者区分及
び提出の要否 備  考

【許可申請区分４：業種追加許可申請の場合】

様式番号 書 類 の 名 称 等

※９　→　Ｐ２５～を参照

「営業所所在地の案内図」を含む

・新たに届け出る資格等又は技術者
がいる場合のみ
・技術検定の合格後、合格証明書の
受領までの間については、試験実施
機関が発出する合格通知書の確認
で足りるものとする

第 1 号

第 7 号
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法人 個人
建設業許可申請書 ○ ○
別紙１：役員等の一覧表 ○ × 個人：提出不要

別紙２（１）：営業所一覧表（新規許可等） × ×
別紙２（２）：営業所一覧表（更新） ○ ○
別紙３：収入印紙、証紙、登録免許税領収証書
又は許可手数料領収証書はり付け欄

○ ○

別紙４：専任技術者一覧表 ○ ○ 別紙２に記載した営業所順に記載

第 2 号 工事経歴書 × ×
第 3 号 直前３年の各事業年度の工事施工金額 × ×
第 4 号 使用人数 × ×
第 6 号 誓約書 ○ ○

登記されていないことの証明書 ○ ○ ※3　→　Ｐ１８を参照

身分証明書 ○ ○ ※4　→　Ｐ１８を参照

経営業務の管理責任者証明書 ○ ○
別紙：経営業務の管理責任者の略歴書 ○ ○

第 8 号 専任技術者証明書（新規・変更） × ×
第 9 号 実務経験証明書 × ×

卒業証明書 × ×
国家資格の合格証明書等資格証明書（写） × ×
監理技術者資格者証（写） × ×

第 10 号 指導監督的実務経験証明書 × ×

第 11 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧
表

△ △
法人:主たる営業所以外の営業所を
設置する場合
個人:支配人登記する場合

第 11 号 の2 国家資格者等・監理技術者一覧表 × ×

第 12 号
許可申請者（法人の役員等・本人・法定代理人）
の住所、生年月日等に関する調書

○ ○
経営業務の管理責任者については、
作成不要　※７　→　Ｐ１８を参照

第 13 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の住
所、生年月日等に関する調書

△ △
・様式第11号に記載する使用人がい
る場合
・役員等を兼ねている者は作成不要

定款 △ ×
定款の変更を要する場合のみ
原本証明が必要

第 14 号 株主（出資者）調書 △ × 変更を要する場合のみ提出

第 15 号 貸借対照表 × ×
第 16 号 損益計算書　完成工事原価報告書 × ×
第 17 号 株主資本等変動計算書 × ×
第 17 号 の2 注記表 × ×
第 17 号 の３ 附属明細表 × ×
第 18 号 貸借対照表 × ×
第 19 号 損益計算書 × ×

登記事項証明書 × ×
第 20 号 営業の沿革 ○ ○
第 20 号 の2 所属建設業者団体 △ △ 記載事項に変更がある場合

事業税の納税証明書
（納税すべき額及び納付済額）

× ×

第 20 号 の３ 健康保険等の加入状況 ○ ○
第 20 号 の４ 主要取引金融機関名 × ×

５百万円以上の取引金融機関との預金残高証明
書又は融資証明書のいずれかの書類

× × ※６　→　Ｐ１８～を参照

第 22 号 の４ 廃業届 × ×
「経営業務の管理責任者」の要件を確認する書 × ×
「経営業務の管理責任者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
「専任技術者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
建設業法施行令第３条に規定する使用人の常勤性を確認する書類 △ △ 該当者がいる場合

「健康保険等の加入状況」を確認する書類 ○ ○ ※１０　→　Ｐ３０を参照

法人番号を確認する書類 △ × 個人：添付不要 法人：Ｐ１８※８参照

区分：○印・・・必ず提出する必要がある書類
 　　　△印・・・備考欄記載事項に該当する場合のみ提出する必要がある書類
　 　　×印・・・提出する必要がない書類

※９　→　Ｐ２５～を参照

【許可申請区分５：更新許可申請の場合】

様式番号 書 類 の 名 称 等

「営業所所在地の案内図」を含む

申請者区分及
び提出の要否 備  考

第 1 号

第 7 号
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法人 個人
建設業許可申請書 ○ ○
別紙１：役員等の一覧表 ○ × 個人：提出不要

別紙２（１）：営業所一覧表（新規許可等） ○ ○
別紙２（２）：営業所一覧表（更新） × ×
別紙３：収入印紙、証紙、登録免許税領収証書
又は許可手数料領収証書はり付け欄

○ ○

別紙４：専任技術者一覧表 ○ ○ 別紙２に記載した営業所順に記載

第 2 号 工事経歴書 ○ ○
般・特新規又は業種追加に関する業
種のみ

第 3 号 直前３年の各事業年度の工事施工金額 ○ ○
第 4 号 使用人数 ○ ○
第 6 号 誓約書 ○ ○

登記されていないことの証明書 ○ ○ ※3　→　Ｐ１８を参照

身分証明書 ○ ○ ※4　→　Ｐ１８を参照

経営業務の管理責任者証明書 ○ ○
別紙：経営業務の管理責任者の略歴書 ○ ○

第 8 号 専任技術者証明書（新規・変更） ○ ○

第 9 号 実務経験証明書 ○ ○

卒業証明書 ○ ○

国家資格の合格証明書等資格証明書（写） ○ ○

監理技術者資格者証（写） ○ ○

第 10 号 指導監督的実務経験証明書 △ △
特定建設業の許可を受けようとする
場合で建設業法第15条第2号ロに該
当する者がいる場合

第 11 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧
表

△ △
法人:主たる営業所以外の営業所を
設置する場合
個人:支配人登記する場合

第 11 号 の2 国家資格者等・監理技術者一覧表 △ △
一般建設業の許可のみ受けている者
が特定建設業の許可を申請する場
合のみ

第 12 号
許可申請者（法人の役員等・本人・法定代理人）
の住所、生年月日等に関する調書

○ ○
経営業務の管理責任者については、
作成不要　※７　→　Ｐ１８を参照

第 13 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の住
所、生年月日等に関する調書

△ △
・様式第11号に記載する使用人がい
る場合
・役員等を兼ねている者は作成不要

定款 △ ×
定款の変更を要する場合のみ
原本証明が必要

第 14 号 株主（出資者）調書 × ×
第 15 号 貸借対照表 × ×
第 16 号 損益計算書　完成工事原価報告書 × ×
第 17 号 株主資本等変動計算書 × ×
第 17 号 の2 注記表 × ×
第 17 号 の３ 附属明細表 × ×
第 18 号 貸借対照表 × ×
第 19 号 損益計算書 × ×

登記事項証明書 △ △
登記事項の変更を要する場合のみ
提出

第 20 号 営業の沿革 × ×
第 20 号 の2 所属建設業者団体 × ×

事業税の納税証明書
（納税すべき額及び納付済額）

× ×

第 20 号 の３ 健康保険等の加入状況 ○ ○
第 20 号 の４ 主要取引金融機関名 × ×

５百万円以上の取引金融機関との預金残高証明
書又は融資証明書のいずれかの書類

△ △
自己資本の額が５百万円未満のものが、
新規許可後５年以内に一般建設業の申
請を行う場合　※６　→　Ｐ１８を参照

第 22 号 の４ 廃業届 △ △
専任技術者の基準を満たさなくなっ
たことにより、特定許可を受けた業種
を一般許可に換える場合

「経営業務の管理責任者」の要件を確認する書 × ×
「経営業務の管理責任者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
「専任技術者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
建設業法施行令第３条に規定する使用人の常勤性を確認する書類 △ △ 該当者がいる場合

「健康保険等の加入状況」を確認する書類 ○ ○ ※１０　→　Ｐ３０を参照

法人番号を確認する書類 △ × 個人：添付不要 法人：Ｐ１８※８参照

区分：○印・・・必ず提出する必要がある書類
 　　　△印・・・備考欄記載事項に該当する場合のみ提出する必要がある書類
　 　　×印・・・提出する必要がない書類

※９　→　Ｐ２５～を参照

「営業所所在地の案内図」を含む

・専任技術者、国家資格者、監理技
術者について、該当するもののみ
・技術検定の合格後、合格証明書の
受領までの間については、試験実施
機関が発出する合格通知書の確認
で足りるものとする

第 1 号

第 7

申請者区分及
び提出の要否 備  考

【許可申請区分６：般・特新規＋業種追加許可申請の場合】

様式番号 書 類 の 名 称 等

号
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法人 個人
建設業許可申請書 ○ ○
別紙１：役員等の一覧表 ○ × 個人：提出不要

別紙２（１）：営業所一覧表（新規許可等） ○ ○
別紙２（２）：営業所一覧表（更新） ○ ○
別紙３：収入印紙、証紙、登録免許税領収証書
又は許可手数料領収証書はり付け欄

○ ○

別紙４：専任技術者一覧表 ○ ○ 別紙２に記載した営業所順に記載

第 2 号 工事経歴書 ○ ○ 般・特新規に関する業種のみ

第 3 号 直前３年の各事業年度の工事施工金額 ○ ○
第 4 号 使用人数 ○ ○
第 6 号 誓約書 ○ ○

登記されていないことの証明書 ○ ○ ※3　→　Ｐ１８を参照

身分証明書 ○ ○ ※4　→　Ｐ１８を参照

経営業務の管理責任者証明書 ○ ○
別紙：経営業務の管理責任者の略歴書 ○ ○

第 8 号 専任技術者証明書（新規・変更） ○ ○

第 9 号 実務経験証明書 ○ ○

卒業証明書 ○ ○

国家資格の合格証明書等資格証明書（写） ○ ○

監理技術者資格者証（写） ○ ○

第 10 号 指導監督的実務経験証明書 △ △
特定建設業の許可を受けようとする
場合で建設業法第15条第2号ロに該
当する者がいる場合

第 11 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧
表

△ △
法人:主たる営業所以外の営業所を
設置する場合
個人:支配人登記する場合

第 11 号 の2 国家資格者等・監理技術者一覧表 △ △
一般建設業の許可のみ受けている者
が特定建設業の許可を申請する場
合のみ

第 12 号
許可申請者（法人の役員等・本人・法定代理人）
の住所、生年月日等に関する調書

○ ○
経営業務の管理責任者については、
作成不要　※７　→　Ｐ１８を参照

第 13 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の住
所、生年月日等に関する調書

△ △
・様式第11号に記載する使用人がい
る場合
・役員等を兼ねている者は作成不要

定款 △ ×
定款の変更を要する場合のみ
原本証明が必要

第 14 号 株主（出資者）調書 △ × 変更を要する場合のみ提出

第 15 号 貸借対照表 × ×
第 16 号 損益計算書　完成工事原価報告書 × ×
第 17 号 株主資本等変動計算書 × ×
第 17 号 の2 注記表 × ×
第 17 号 の３ 附属明細表 × ×
第 18 号 貸借対照表 × ×
第 19 号 損益計算書 × ×

登記事項証明書 △ △
登記事項の変更を要する場合のみ
提出

第 20 号 営業の沿革 ○ ○
第 20 号 の2 所属建設業者団体 △ △ 記載事項に変更がある場合

事業税の納税証明書
（納税すべき額及び納付済額）

× ×

第 20 号 の３ 健康保険等の加入状況 ○ ○
第 20 号 の４ 主要取引金融機関名 × ×

５百万円以上の取引金融機関との預金残高証明
書又は融資証明書のいずれかの書類

△ △
自己資本の額が５百万円未満のものが、
新規許可後５年以内に一般建設業の申
請を行う場合　※６　→　Ｐ１８を参照

第 22 号 の４ 廃業届 △ △
専任技術者の基準を満たさなくなっ
たことにより、特定許可を受けた業種
を一般許可に換える場合

「経営業務の管理責任者」の要件を確認する書 × ×
「経営業務の管理責任者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
「専任技術者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
建設業法施行令第３条に規定する使用人の常勤性を確認する書類 △ △ 該当者がいる場合

「健康保険等の加入状況」を確認する書類 ○ ○ ※１０　→　Ｐ３０を参照

法人番号を確認する書類 △ × 個人：添付不要 法人：Ｐ１８※８参照

区分：○印・・・必ず提出する必要がある書類
 　　　△印・・・備考欄記載事項に該当する場合のみ提出する必要がある書類
　 　　×印・・・提出する必要がない書類

申請者区分及
び提出の要否 備  考

【許可申請区分７：般・特新規＋更新許可申請の場合】

様式番号 書 類 の 名 称 等

※９　→　Ｐ２５～を参照

「営業所所在地の案内図」を含む

・専任技術者、国家資格者、監理技
術者について、該当するもののみ
・技術検定の合格後、合格証明書の
受領までの間については、試験実施
機関が発出する合格通知書の確認
で足りるものとする

第 1 号

第 7 号
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法人 個人
建設業許可申請書 ○ ○
別紙１：役員等の一覧表 ○ × 個人：提出不要

別紙２（１）：営業所一覧表（新規許可等） ○ ○
別紙２（２）：営業所一覧表（更新） ○ ○
別紙３：収入印紙、証紙、登録免許税領収証書
又は許可手数料領収証書はり付け欄

○ ○

別紙４：専任技術者一覧表 ○ ○ 別紙２に記載した営業所順に記載

第 2 号 工事経歴書 ○ ○ 業種追加に関する業種のみ

第 3 号 直前３年の各事業年度の工事施工金額 ○ ○
第 4 号 使用人数 ○ ○
第 6 号 誓約書 ○ ○

登記されていないことの証明書 ○ ○ ※3　→　Ｐ１８を参照

身分証明書 ○ ○ ※4　→　Ｐ１８を参照

経営業務の管理責任者証明書 ○ ○
別紙：経営業務の管理責任者の略歴書 ○ ○

第 8 号 専任技術者証明書（新規・変更） ○ ○

第 9 号 実務経験証明書 ○ ○

卒業証明書 ○ ○

国家資格の合格証明書等資格証明書（写） ○ ○

監理技術者資格者証（写） ○ ○

第 10 号 指導監督的実務経験証明書 △ △
特定建設業の許可を受けようとする
場合で建設業法第15条第2号ロに該
当する者がいる場合

第 11 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧
表

△ △
法人:主たる営業所以外の営業所を
設置する場合
個人:支配人登記する場合

第 11 号 の2 国家資格者等・監理技術者一覧表 × ×

第 12 号
許可申請者（法人の役員等・本人・法定代理人）
の住所、生年月日等に関する調書

○ ○
経営業務の管理責任者については、
作成不要　※７　→　Ｐ１８を参照

第 13 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の住
所、生年月日等に関する調書

△ △
・様式第11号に記載する使用人がい
る場合
・役員等を兼ねている者は作成不要

定款 △ ×
定款の変更を要する場合のみ
原本証明が必要

第 14 号 株主（出資者）調書 △ × 変更を要する場合のみ提出

第 15 号 貸借対照表 × ×
第 16 号 損益計算書　完成工事原価報告書 × ×
第 17 号 株主資本等変動計算書 × ×
第 17 号 の2 注記表 × ×
第 17 号 の３ 附属明細表 × ×
第 18 号 貸借対照表 × ×
第 19 号 損益計算書 × ×

登記事項証明書 △ △
登記事項の変更を要する場合のみ
提出

第 20 号 営業の沿革 ○ ○
第 20 号 の2 所属建設業者団体 △ △ 記載事項に変更がある場合

事業税の納税証明書
（納税すべき額及び納付済額）

× ×

第 20 号 の３ 健康保険等の加入状況 ○ ○
第 20 号 の４ 主要取引金融機関名 × ×

５百万円以上の取引金融機関との預金残高証明
書又は融資証明書のいずれかの書類

△ △
自己資本の額が５百万円未満のものが、
新規許可後５年以内に一般建設業の申
請を行う場合　※６　→　Ｐ１８を参照

第 22 号 の４ 廃業届 △ △
専任技術者の基準を満たさなくなっ
たことにより、特定許可を受けた業種
を一般許可に換える場合

「経営業務の管理責任者」の要件を確認する書 × ×
「経営業務の管理責任者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
「専任技術者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
建設業法施行令第３条に規定する使用人の常勤性を確認する書類 △ △ 該当者がいる場合

「健康保険等の加入状況」を確認する書類 ○ ○ ※１０　→　Ｐ３０を参照

法人番号を確認する書類 △ × 個人：添付不要 法人：Ｐ１８※８参照

区分：○印・・・必ず提出する必要がある書類
 　　　△印・・・備考欄記載事項に該当する場合のみ提出する必要がある書類
　 　　×印・・・提出する必要がない書類

※９　→　Ｐ２５～を参照

「営業所所在地の案内図」を含む

・専任技術者、国家資格者、監理技
術者について、該当するもののみ
・技術検定の合格後、合格証明書の
受領までの間については、試験実施
機関が発出する合格通知書の確認
で足りるものとする

第 1 号

第 7

申請者区分及
び提出の要否 備  考

【許可申請区分８：業種追加＋更新許可申請の場合】

様式番号 書 類 の 名 称 等

号
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法人 個人
建設業許可申請書 ○ ○
別紙１：役員等の一覧表 ○ × 個人：提出不要

別紙２（１）：営業所一覧表（新規許可等） ○ ○
別紙２（２）：営業所一覧表（更新） ○ ○
別紙３：収入印紙、証紙、登録免許税領収証書又
は許可手数料領収証書はり付け欄

○ ○

別紙４：専任技術者一覧表 ○ ○ 別紙２に記載した営業所順に記載

第 2 号 工事経歴書 ○ ○ 般・特新規又は業種追加に関する業種のみ

第 3 号 直前３年の各事業年度の工事施工金額 ○ ○
第 4 号 使用人数 ○ ○
第 6 号 誓約書 ○ ○

登記されていないことの証明書 ○ ○ ※3　→　Ｐ１８を参照

身分証明書 ○ ○ ※4　→　Ｐ１８を参照

経営業務の管理責任者証明書 ○ ○
別紙：経営業務の管理責任者の略歴書 ○ ○

第 8 号 専任技術者証明書（新規・変更） ○ ○

第 9 号 実務経験証明書 ○ ○

卒業証明書 ○ ○

国家資格の合格証明書等資格証明書（写） ○ ○

監理技術者資格者証（写） ○ ○

第 10 号 指導監督的実務経験証明書 △ △
特定建設業の許可を受けようとする場合
で建設業法第15条第2号ロに該当する者
がいる場合

第 11 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧
表

△ △
法人:主たる営業所以外の営業所を設置
する場合
個人:支配人登記する場合

第 11 号 の2 国家資格者等・監理技術者一覧表 △ △
一般建設業の許可のみ受けている者が
特定建設業の許可を申請する場合のみ

第 12 号
許可申請者（法人の役員等・本人・法定代理人）
の住所、生年月日等に関する調書

○ ○
経営業務の管理責任者については、作
成不要　※７　→　Ｐ１８を参照

第 13 号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の住
所、生年月日等に関する調書

△ △
・様式第11号に記載する使用人がいる場
合
・役員等を兼ねている者は作成不要

定款 △ ×
定款の変更を要する場合のみ
原本証明が必要

第 14 号 株主（出資者）調書 △ × 変更を要する場合のみ提出

第 15 号 貸借対照表 × ×
第 16 号 損益計算書　完成工事原価報告書 × ×
第 17 号 株主資本等変動計算書 × ×
第 17 号 の2 注記表 × ×
第 17 号 の３ 附属明細表 × ×
第 18 号 貸借対照表 × ×
第 19 号 損益計算書 × ×

登記事項証明書 △ △ 登記事項の変更を要する場合のみ提出

第 20 号 営業の沿革 ○ ○
第 20 号 の2 所属建設業者団体 △ △ 記載事項に変更がある場合

事業税の納税証明書
（納税すべき額及び納付済額）

× ×

第 20 号 の３ 健康保険等の加入状況 ○ ○
第 20 号 の４ 主要取引金融機関名 × ×

５百万円以上の取引金融機関との預金残高証明
書又は融資証明書のいずれかの書類

△ △
自己資本の額が５百万円未満のものが、
新規許可後５年以内に一般建設業の申
請を行う場合　※６　→　Ｐ１８を参照

第 22 号 の４ 廃業届 △ △
専任技術者の基準を満たさなくなったこと
により、特定許可を受けた業種を一般許
可に換える場合

「経営業務の管理責任者」の要件を確認する書 × ×
「経営業務の管理責任者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
「専任技術者」の常勤性を確認する書類 ○ ○
建設業法施行令第３条に規定する使用人の常勤性を確認する書類 △ △ 該当者がいる場合

「健康保険等の加入状況」を確認する書類 ○ ○ ※１０　→　Ｐ３０を参照

法人番号を確認する書類 △ × 個人：添付不要 法人：Ｐ１８※８参照

区分：○印・・・必ず提出する必要がある書類
 　　　△印・・・備考欄記載事項に該当する場合のみ提出する必要がある書類
　 　　×印・・・提出する必要がない書類

※９　→　Ｐ２５～を参照

「営業所所在地の案内図」を含む

・専任技術者、国家資格者、監理技術者
について、該当するもののみ
・技術検定の合格後、合格証明書の受領
までの間については、試験実施機関が発
出する合格通知書の確認で足りるものと
する

第 1 号

第 7

申請者区分及
び提出の要否 備  考

【許可申請区分９：般・特新規＋業種追加＋更新許可申請の場合】

様式番号 書 類 の 名 称 等

号
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※１ 『一般建設業』と『特定建設業』の同時申請

○一般建設業の許可と特定建設業の許可を一つの申請書で同時に申請することができます。

※２ 『許可日の一本化』

○更新の許可申請時に許可日（有効期間）が異なる業種の許可日を一本化することができます。

※３ 『登記されていないことの証明書』

○成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書。法務局及び地方法務局において

　 申請日前３月以内に交付されたものを添付。

　（法人：従来からの役員、法定代理人、建設業法施行令第３条の使用人。

なお、顧問、相談役、株主等は不要。

　　個人：事業主、建設業法施行令第３条の使用人）

※４ 『身分証明書』

○成年被後見人又は被保佐人とみなされる者に該当せず、また、破産者で復権を得ないものに該

　 当しない旨の証明書。本籍地の市区町村において申請日前３月以内に交付されたものを添付。

　（法人：従来からの役員、法定代理人、建設業法施行令第３条の使用人。

なお、顧問、相談役、株主等は不要。

　　個人：事業主、建設業法施行令第３条の使用人）

※５ 『付属明細表（様式第１７号の３）』

○特例有限会社を除く株式会社のうち、以下のいずれかに該当するものが提出。ただし、金融商

　品取引法（昭和２３年法律第２５号）第２４条に規定する有価証券報告書の提出会社にあって

　は、有価証券報告書の写しの提出をもって付属明細表の提出に代えることができます。

　　①資本金の額が１億円超であるもの。

　　②最終事業年度に係る貸借対照表の負債の部に計上した額の合計金額が２００億円

　　　以上であるもの

※６ 『５百万円以上の取引金融機関との預金残高証明書』

○申請日前３月以内に交付されたものを添付。

※７『許可申請者（法人の役員等・本人・法定代理人）の住所、生年月日等に関する調書』

○「顧問」及び「相談役」について、「賞罰」の欄への記載並びに署名及び押印を要しない。

○「株主等」について、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「賞罰」の欄への

記載並びに署名及び押印を要しない。

※８「法人番号を確認する書類」

申請書類に記載された法人番号に誤りがないか確認するため、平成28年11月1日以降に初めて様式

第1号「建設業許可申請書」、様式第22号の2「変更届出書」又は毎事業年度終了後に提出する

「決算の変更届」を提出する場合、以下の書類のいずれかが必要。

○法人番号を確認できる法人番号指定通知書の写し

○「国税庁法人番号公表サイト」において、申請者の法人番号が表示された画面を印刷したもの

※一度上記法人番号を記載した書類を提出した方は、それ以降確認書類は不要。

※個人事業主は法人番号がないため、申請書への法人番号の記載及び確認書類の提出は不要。

【 注 意 事 項 】
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経営業務の管理責任者

に係る要件確認書類一覧

島根県土木部土木総務課
建 設 産 業 対 策 室
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「経営業務の管理責任者」に係る要件確認書類一覧 

「経営業務の管理責任者」としての経験を確認するため書類です。審査の際に必要が生じた場合に

は、別途資料等の提出を求めることがありますので、あらかじめご承知ください。

建 設 業 法 区 分 経 験 区 分
添 付 書 類 

※次のいずれかの書類を添付してください。 

法第７条第１号のイに

該当する場合

※許可を受けようとす

る建設業に関し、５年

以上経営業務の管理

責任者としての経験

を有している場合

①個人企業の事業主

としての経験が５

年以上の場合

○経験期間中、事業主であったことが確認できる確

定申告書の写し（住所、氏名、職業、屋号・雅号

が記載されているものに限る。） 

○経験期間中、事業主であったことが確認できる青

色申告決算報告書の写し（住所、氏名、職業、屋

号・雅号が記載されているものに限る。） 

○経験期間中、請け負った許可を受けようとする建

設工事に係る工事請負契約書又は注文書等の

写し（請負者の屋号・雅号、事業主の氏名等が記

載されているものに限る。） 

○経験期間中、請け負った許可を受けようとする建

設工事に係る工事請負契約内容証明書（請負者

の屋号・雅号、事業主の氏名等が記載されている

ものに限る。） 

②法人の役員としての

経験が５年以上の

場合 

○経験期間中、その法人の役員に就任していたこと

が確認できる登記事項証明書又は閉鎖登記簿謄

本 

※登記簿の役員欄が、役員変更、重任等により

差し替えられている場合（１丁から２丁等）は、

差し替えられているものを全て添付 

○複数の法人の役員に就任していた経験を有して

いる場合には、それぞれの法人の登記事項証明

書又は閉鎖登記簿謄本をその年数分 

③営業所長・支店長

の経験が５年以上

ある場合 

○経験期間中、在職した事業所の建設業許可申請

書又は変更届出書の写し及び当該営業所が営ん

でいた許可業種が確認できる資料（建設業許可

申請書の別表等） 

上記①～③の経験を

組み合わせて５年以

上の場合

○①～③の場合に添付する書類に準じ、それぞれ

の経験年数を確認できる書類 

-20-



建 設 業 法 区 分 経 験 区 分
添 付 書 類 

※次のいずれかの書類を添付してください。 

法第７条第１号のロ

に該当する場合

※許可を受けようと

する建設業以外の建

設業に関し、６年以

上経営業務の管理責

任者としての経験を

有している場合

○単一の業種区分に

おいて６年以上の経

験を有しているもの

ではなく、複数の業

種区分にわたるもの

でも可。

○許可を受けようと

する建設業に関す

る経営業務の補佐

経験と、許可を受け

ようとする建設業

又はそれ以外の建

設業における経営

業務の管理責任者

としての経験とが

通算６年以上ある

場合についても該

当。

①個人企業の事業主

としての経験が６

年以上の場合

○経験期間中、事業主であったことが確認できる確

定申告書の写し（住所、氏名、職業、屋号・雅号

が記載されているものに限る。） 

○経験期間中、事業主であったことが確認できる青

色申告決算報告書の写し（住所、氏名、職業、屋

号・雅号が記載されているものに限る。） 

○経験期間中、請け負った許可を受けようとする建

設工事に係る工事請負契約書、注文書等の写し

（請負者の屋号・雅号、事業主の氏名等が記載

されているものに限る。） 

○経験期間中、請け負った許可を受けようとする建

設工事に係る工事請負契約内容証明書（請負者

の屋号・雅号、事業主の氏名等が記載されてい

るものに限る。） 

②法人の役員としての

経験が６年以上の場

合 

○経験期間中、その法人の役員に就任していたこ

とが確認できる登記事項証明書又は閉鎖登記簿

謄本 

※登記簿の役員欄が、役員変更、重任等によ

り差し替えられている場合（１丁から２丁等）は、

差し替えられているものを全て添付 

○複数の法人の役員に就任していた経験を有して

いる場合には、それぞれの法人の登記事項証明

書又は閉鎖登記簿謄本をその年数分 

③営業所長・支店長の

経験が６年以上ある

場合 

○経験期間中、在職した事業所の建設業許可申

請書又は変更届出書の写し及び当該営業所が

営んでいた許可業種が確認できる資料（建設業

許可申請書の別表等） 

④法人の執行役員とし

ての経験が６年以上

の場合 

○経験期間中の当該法人の業務分掌規程及び組

織図の写し 

○取締役会の議事録、執行役員規定、文書決裁

規程等の写し 

 ※代表者による原本証明が必要 

○登記事項証明書又は閉鎖登記簿謄本（目的欄

の変更登記がある場合は変更前後のもの） 

上記①～④の経験を

組み合わせて６年以

上の場合

○①～④の場合に添付する書類に準じ、それぞれ

の経験年数を確認できる書類 
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建 設 業 法 区 分 経 験 区 分
添 付 書 類 

※次の全ての書類を添付してください。 

法第７条第１号のロ

に該当する場合

※許可を受けようと

する建設業に関し、

経営業務の管理責

任者に準じる地位

にあって、経営業務

を補佐した経験を

有している場合

○許可を受けようと

する建設業に関す

る経営業務の補佐

経験と、許可を受け

ようとする建設業

又はそれ以外の建

設業における経営

業務の管理責任者

としての経験とが

通算６年以上ある

場合についても該

当。

○法人、個人又はその

両方において、６年

以上の経営業務の

補佐経験を有する

者については、許可

を受けようとする

者が法人であるか

個人であるかを問

わず該当。

①法人の執行役員を５年以上

経験している場合

○経験期間中の当該法人の業務分掌規定及び組

織図の写し 

○取締役会の議事録、執行役員規程、文書決裁

規程等の写し 

※代表者による原本証明が必要 

○登記事項証明書又は閉鎖登記簿謄本（目的欄

の変更登記がある場合は変更前後のもの） 

②法人の役員に次ぐ職制上の

地位を６年以上経験している

場合

○経験期間中の当該法人等の業務分掌規定及び

組織図の写し（当該役職が、役員等に次ぐ職制

上の地位にあることが確認できるものに限る） 

※代表者による原本証明が必要 

○当該法人等の決裁規程の写し（当該役職等が、

経営業務の執行に関し、役員等に準ずる権限を

有することが確認できるものに限る） 

※書類代表者による原本証明が必要 

組合理事、支店長、営業所長

又は支配人に次ぐ職制上の地

位を６年以上有している場合

③個人企業の事業主の相続人

又は親族（親子、配偶者、兄弟

等）が、経営業務を補佐した経

験を６年以上有している場合

○経験期間中の事業主の確定申告書の写し（住

所、氏名、職業、屋号・雅号が記載されているも

のに限る。）で、事業専従者の欄にその者の氏名

が記載されているもの 

※事業専従者の欄にその者の名前がない場合は、

事業主との関係が分かる書類（戸籍抄本等） 

※経営業務を補佐した個人企業が許可業者でな

い場合は、許可を受けようとする建設工事に係る

請負契約書、注文書等の写し又は発注証明書 

④上記①～③の経験を組み合

わせて６年以上の場合

○①～③の場合に添付する書類に準じ、それぞれ

の経験年数を確認できる書類 

⑤小規模零細な法人の経営業

務の管理責任者かつ代表者で

あった者が死亡した場合等で、

その相続人がその法人の役員

経験だけでは要件を満たさず、

その法人の個人企業時代の経

営業務の補佐経験と合わせて

６年以上の場合

○登記事項証明書又は閉鎖登記簿謄本。 

○個人企業時代の事業主の確定申告書の写し

（住所、氏名、職業、屋号・雅号が記載され

ているものに限る。）で、事業専従者の欄にそ

の者の氏名が記載されているものを、役員の

経験年数で不足する年数分
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【特 記 事 項】

○以下に該当する場合は、上記に求める経験確認書類の提出は、原則不要です。

（１） 建設業の許可を受けている個人企業が、法人を設立したことに伴い、法人として新たに新規

許可申請（法人成新規申請）を行う場合において、個人企業時代の事業主が引き続き当該法

人の経営業務の管理責任者となる場合

（２） 建設業の許可を受けている法人が営業譲渡を行い、営業譲渡先の法人が許可申請を行う場合

において、営業譲渡を行った法人で経営業務の管理責任者として登録をされていた者が引き

続き営業譲渡先の法人で経営業務の管理責任者となる場合

（３） 建設業の許可を受けている法人が吸収合併される場合において、吸収した側の法人（存続会

社）が許可申請を行う場合において、吸収合併をされた法人（消滅会社）で経営業務の管理

責任者として登録されていた者が引き続き存続会社の経営業務の管理責任者となる場合

（４） その他、上記のケースと同等と認められる場合
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常 勤 性 の確 認 書 類 一 覧

島根県土木部土木総務課
建 設 産 業 対 策 室
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常 勤 性 の 確 認 書 類 一 覧 

「経営業務の管理責任者」、「専任技術者」及び「建設業法施行令第３条に規定する使用人」に関して、

常勤性を確認するため書類です。ただし、審査する際に必要が生じた場合には、別途資料等の提出を求め

ることがありますので、あらかじめご承知ください。

○常勤性確認書類Ａ

 原則として次の書類を提出してください。

○常勤性確認書類Ｂ 

後期高齢者医療制度の対象者（７５歳以上の者及び６５歳以上７５歳未満で一定の認定を受けた者）

等で、上記Ａの書類が添付できない場合は、確約書（別紙１参照）及び次のいずれかの書類を提出して

ください。 

○住民税特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）（写）＋同（納税義務者用）（写）

○給与支払報告書（写）又は給与所得の源泉徴収票（写）＋市町村が発行する所得証明書

○創業後１年未満である場合など、上記の書類Ａ・Ｂがいずれも提出できないときには、管轄の県土整備

事務所等に事前にご相談のうえ、確約書（別紙２参照）及び住民票を提出してください。 

法人・個人 該 当 者 
添   付   書   類 

※次のいずれかの書類を添付してください。 

個 人 

事 業 主 

○申請直前の決算期における確定申告書の写し（住所、氏名、生

年月日、職業、屋号・雅号の記載のあるものに限る。） 

○申請直前の決算期における青色申告決算報告書の写し（住所、

氏名、生年月日、職業、屋号・雅号の記載のあるものに限る。） 

○健康保険被保険者証の写し（事業所名が記載されているものに

限る。氏名、生年月日、事業所名が記載されている表面の写

し。） 

○健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し 

○健康保険・厚生年金被保険者資格取得確認及び標準報酬決定

通知書の写し 

事業主以外の方 

○健康保険被保険者証の写し（事業所名が記載されているものに

限る。氏名、生年月日、事業所名が記載されている表面の写

し。） 

○健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し 

○健康保険・厚生年金被保険者資格取得確認及び標準報酬決定

通知書の写し 

○雇用保険被保険者資格確認取得等確認通知書（事業主通知

用）の写し 

法 人

○健康保険被保険者証の写し（事業所名が記載されているものに

限る。氏名、生年月日、事業所名が記載されている表面の写

し。） 

○健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し 

○健康保険・厚生年金被保険者資格取得確認及び標準報酬決定

通知書の写し 

○雇用保険被保険者資格確認取得等確認通知書（事業主通知

用）の写し 
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別紙１（常勤性確認書類Ｂを添付する場合） 

確  約  書 

  平成  年  月  日付けで提出しました建設業許可申請に関して、下記の者は常勤である

ことを確約します。 

  なお、この確約書の内容に相違があるときは、建設業法に基づく処分があることを承知してお

ります。 

    平成  年  月  日 

申請者             印 

記 

１  常勤であると確約する者（次の①～③のうち該当するものに○印を記載） 

      氏  名 

      生年月日 

      現 住 所 

① 経営業務の管理責任者

② 専任技術者

③ 建設業法施行令第３条に規定する使用人

２ 添付書類（次の①又は②の書類を必ず添付。添付した書類に○印を記載）

① 住民税特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）（写）＋同（納税義務者用）（写）

② 給与支払報告書（写）又は給与所得の源泉徴収票（写）＋市町村が発行する所得証明書

３ 常勤性確認書類Ａを提出できない理由

※１．この確約書は、１名に付き１枚ずつ作成してください。

※２．①の書類を添付する場合、特別徴収義務者用と納税義務者用のそれぞれに記載されて

いる「特別徴収税額」の金額が異なる場合には理由を記載してください。

※３．②の書類を添付する場合、給与支払報告書又は給与所得の源泉徴収票と市町村が発行

する所得証明書のそれぞれに記載されている「給与所得額」等の金額が異なる場合に

は、理由を記載してください。
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別紙２（常勤性確認書類がＡ・Ｂいずれも添付できない場合） 

確  約  書 

  平成  年  月  日付けで提出しました建設業許可申請に関して、下記の者は、常勤性確

認書類を提出することができませんが、常勤であることを確約します。 

  なお、この確約書の内容に相違があるときは、建設業法に基づく処分があることを承知してお

ります。 

    平成  年  月  日 

申請者             印 

記 

１  常勤であると確約する者（次の①～③のうち該当するものに○印を記載） 

      氏  名 

      生年月日 

      現 住 所 

① 経営業務の管理責任者

② 専任技術者

③ 建設業法施行令第３条に規定する使用人

３ 常勤性確認書類がＡ・Ｂいずれも提出できない理由 

４ 添付書類 

   住 民 票 

※１．この確約書は、１名に付き１枚ずつ作成してください。

※２．住民票を必ず添付してください。 

※３．常勤する営業所から住民票記載の住所が著しく遠方である場合は、理由を記載してくだ

さい。 

※４．住民票記載の住所と居住地が異なる場合は、確認資料を添付してください。 

例：被確約者に対する居住地の公共料金の請求書など。 
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記 載 例 

別紙１（常勤性確認書類Ｂを添付する場合） 

確  約  書 

  平成○○年○○月○○日付けで提出しました建設業許可申請に関して、下記の者は常勤である

ことを確約します。 

  なお、この確約書の内容に相違があるときは、建設業法に基づく処分があることを承知してお

ります。 

    平成○○年○○月○○日 

申請者  □□□建設 

代表取締役 □□□□  印 

記 

１  常勤であると確約する者（次の①～③のうち該当するものに○印を記載） 

      氏  名 ○○○○ 

      生年月日 昭和○○年○○月○○日 

      現 住 所 島根県○○市○○町○○―○○ 

① 経営業務の管理責任者

② 専任技術者

③ 建設業法施行令第３条に規定する使用人

２ 添付書類（次の①又は②の書類を必ず添付。添付した書類に○印を記載）

① 住民税特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）（写）＋同（納税義務者用）（写）

② 給与支払報告書（写）又は給与所得の源泉徴収票（写）＋市町村が発行する所得証明書

３ 常勤性確認書類Ａを提出できない理由

 【例：後期高齢者医療制度の対象者の場合】 

  上記の者は、７５歳以上の後期高齢者医療制度の対象者であるため、雇用保険・健康保険・

厚生年金保険には加入していません。 

よって、常勤性確認書類Ａが提出できません。 
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記 載 例 

別紙２ 

 ※常勤性確認書類がＡ・Ｂいずれも添付できない場合 

確  約  書 

  平成○○年○○月○○日付けで提出しました建設業許可申請に関して、下記の者は、常勤性確

認書類を提出することができませんが、常勤であることを確約します。 

  なお、この確約書の内容に相違があるときは、建設業法に基づく処分があることを承知してお

ります。 

    平成○○年○○月○○日 

申請者  □□□建設（株） 

                            代表取締役 □□□□  印 

記 

１  常勤であると確約する者（次の①～③のうち該当するものに○印を記載） 

      氏  名 ○○○○ 

      生年月日 昭和○○年○○月○○日 

      現 住 所 島根県○○市○○町○○―○○ 

① 経営業務の管理責任者

② 専任技術者

③ 建設業法施行令第３条に規定する使用人

３ 常勤性確認書類がＡ・Ｂいずれも提出できない理由 

【例１：個人事業主の場合】 

上記の者は、個人事業主本人であるため、雇用保険及び健康保険・厚生年金保険に加入して

いません。 

  また、個人事業主として創業したばかりであって、最初の営業年度が終了していないため、

納税申告をしておらず、したがって確定申告書等がありません。 

  よって、県から求められる常勤性確認書類Ａ・Ｂともに提出できません。

【例２：法人役員の場合】 

  上記の者は、取締役であるため雇用保険には加入しておらず、７５歳以上の後期高齢者医療

制度の対象者であるため、健康保険・厚生年金保険にも加入していません。 

また、住民税は普通徴収（個人納入）であり、法人として創業したばかりであって、最初の

営業年度を終了していないため、給与支払報告書もありません。 

  よって、県から求められる常勤性確認書類Ａ・Ｂともに提出できません。

４ 添付書類 

   住民票
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「健康保険等の加入状況」に関する確認書類 

「健康保険」「厚生年金保険」及び「雇用保険」の加入状況を確認するための書類は、

下記のとおりです。ただし、審査する際に必要が生じた場合には、別途資料等の提出を

求めることがありますので、あらかじめご承知ください。 

１．健康保険・厚生年金保険 

下記の①又は②の書類のいずれか一つ 

①許可申請時の直前の保険料の納入に係る「領収証書」の写し 

②許可申請時の直前の保険料の納入に係る「納入証明書」の写し 

ただし、やむを得ない事情により上記の書類が提出できない場合は、準じる資料として、 

下記③の書類も可とします。 

③全従業員分の「健康保険・厚生年金保険資格取得確認及び標準報酬決定通知書」 

の写し等 

  ※「建設国保」に加入している場合 

法人や常時５人以上の従業員を使用している個人事業者が、建設国保（全国建設工事

業国民健康保険組合等）に加入している場合で、健康保険被保険者適用除外承認申請に

よる承認を受けている場合は、「適用除外」として取り扱います。この場合、「保険加入

の有無」の「健康保険」の欄には「３」と記入し、全従業員分の「健康保険被保険者適

用除外承認申請書（受付印のあるもの）」又は被保険者証の写しを提出してください。 

２．雇用保険 

ア 自社で申告納付している場合 

  下記の①の書類 

  ①許可申請時の直前の「労働保険概算・確定保険料申告書」の控え及びこれにより

申告した保険料の納入に係る「領収済通知書」の写し 

ただし、やむを得ない事情により上記の書類が提出できない場合は、準じる資料として、 

下記②の書類も可とします。 

  ②全従業員分の「雇用保険被保険者資格取得等通知書（事業主通知用）」の写し等 

イ 労働保険事務組合に委託している場合 

  事務組合発行の「労働保険料納入通知書」の写し及びこれにより納入した保険料の

「領収書」の写し 
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